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図-2  T 形接合部における柱主筋の応力状態 

 

図-1 柱主筋定着部の拘束状態 

(注) 

Qcu：終局時柱せん断

力，Qg：梁せん断力 

Tc：最外縁柱主筋の引

張力，Tcn：柱中段主筋

の引張力，Cc：柱端部

の圧縮合力 2)  

論文 機械式定着による柱主筋定着耐力ならびに T形，L 形部分架構の変形

性能 
 

益尾 潔*1・足立 将人*2 

 

要旨：現在，機械式定着による柱主筋定着耐力の評価式は見当たらない。実験によると，T形，L形部分架構

の変形性能は，柱または梁の曲げ降伏後，柱梁接合部がせん断破壊する場合，接合部横補強筋量に依存する。

これらより，GBRC 委員会指針では，実験を基に柱主筋定着部および接合部横補強筋の構造規定を定めている。

本論文では，これらの構造規定の不明快さの解消を意図し，機械式定着による T 形，L形部分架構の実験に基

づき，柱主筋定着耐力の評価式ならびに接合部耐力余裕度と接合部横補強筋量を考慮した変形性能の評価式

を提案し，設計で保証すべきメカニズム時層間変形角に応じた必要接合部横補強筋量の算定式を示した。 

キーワード：機械式定着，柱主筋定着耐力，T形・L形部分架構，変形性能，接合部横補強筋 

 

1. はじめに 

現在，機械式定着による柱主筋定着耐力の評価式は

見当たらない。実験 2)によると，T 形，L 形部分架構の

変形性能は，柱または梁の曲げ降伏後，柱梁接合部がせ

ん断破壊する場合，接合部横補強筋量に依存する。これ

らより，GBRC 委員会指針 1)では，実験 2),3)を基に，柱主

筋定着部と接合部横補強筋の構造規定を定めている。 

本論文では，これらの構造規定の不明快さの解消を意

図し，機械式定着による T 形，L 形部分架構の実験 2)-4)

に基づき，柱主筋定着耐力の評価式ならびに接合部耐力

余裕度と接合部横補強筋量を考慮した変形性能の評価

式を提案する。また，この評価式を用いると，設計で保

証すべきメカニズム(終局限界状態)時層間変形角に応

じて必要接合部横補強筋量を算定できることを示す。 

 

2. 柱主筋定着耐力の評価 

2.1 柱主筋定着耐力の算定式 

直交梁が接続しない T形接合部の場合，側面側の柱主

筋定着部は，通常，図-1 に示すように，梁主筋の外側

に配置されるため，柱梁接合部のひび割れ損傷に伴い，

柱梁接合部側面の膨らみが大きくなり，梁主筋定着部に

比べ，高い定着耐力を期待できない 2)。柱主筋の定着耐

力については，実験研究 6),7)が試みられているが，評価

式の提案にまで至っていない。本研究では，これらより，

機械式定着による T形接合部の実験 2),3)を基に，梁主筋

側面剥離定着耐力を対象とした益尾・窪田式 5)を修正し，

柱主筋定着耐力の算定式を導出する。 

ト形接合部の終局時入力せん断力 5)と同様，図-2 の応

力状態を考慮すると，最大耐力 Qmax時の柱主筋定着部の

等価引張応力σcteは，式(1)で求められる2)。この場合，

柱軸力は無視する。 

σcte = Qmax･ho/(2jtco･ate)              (1) 

ate = at+αn･an/2                (2) 

Qmax：最大耐力(柱せん断力)実験値，ho：柱内法高さ 

jtco：柱最外縁主筋の中心間距離 

ate：柱引張主筋の等価断面積 2) 

at,an：最外縁柱主筋および柱中段主筋の断面積 2) 

αn：柱中段主筋の有効率 

ここで，柱端仕口面での柱中段主筋の定着耐力は最

外縁主筋よりも低下することを考慮し，αn=0.5 と仮定

する。この仮定の妥当性は，後述のように実験との照合

によって検証する。これらより，益尾・窪田式を用いる

と，最大耐力時の柱主筋定着部の最大支圧応力σmaxは，

式(3)で求められる。 

σmax =σcte/(k1･k2･k3･k4･k5a･k6･αp)      (3)

k1：支圧面積比(αp)による補正係数  

*1 (財)日本建築総合試験所 構造部長 工博 (正会員) 

*2 (財)日本建築総合試験所 構造部 構造物試験室 主査 博(工) (正会員) 
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図-3 T 形部分架構実験によるσmax/σB―σB関係 
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(a) Qmax/Qcu－Qpu/Qcu関係            (b) Qmax/Qcu－Qju/Qcu関係 

図-4 T 形部分架構の Qmax/Qcu－Qpu/Qcu(Qju/Qcu)関係 

【破壊形式】 

FA：柱曲げ降伏後の柱主筋

定着破壊型、FJ：柱曲げ降伏

後の接合部せん断破壊型、

F：柱曲げ破壊型、A：柱主

筋定着破壊型、J：接合部せ

ん断破壊型、無：直交梁なし、

片側：片側直交梁付き、両

側：両側直交梁付き 

k2：定着長さ比(lac/db)による補正係数 

k3：ストラット勾配(lac/jtco)による補正係数 

k4：側面かぶり厚さ比(Cs/db)による補正係数 

k5a=0.9，k6：定着筋直径(db)による補正係数 

lac：柱主筋定着長さ 

Cs：柱主筋中心から柱面までの側面かぶり厚さ 

αp=Ap/at：定着金物の支圧面積比  

Ap：定着金物の支圧面積，at：鉄筋断面積 

柱主筋定着耐力に対する接合部横補強筋の効果は，実

験データの蓄積が少ないので，接合部横補強筋比(pjwh)

による補正係数 k5 の算定式(k5=0.9+12.5pjwh≦1.0)5)を

用い，pjwh=0 として求めた k5a=0.9 を仮定した。 

益尾・窪田式では，実験より定着長さ比la/dbを 18 以

下に制限した。T 形部分架構の実験 2)では，2.3 節の図

-5 に示すように，接合部耐力余裕度 Qju/Qcuが 1.2 程度

で，柱主筋定着長さlacが 23.1dbの場合，柱曲げ降伏後

の限界層間変形角実験値 R80 が 1/10 程度の変形性能が

得られている。R80 は，耐力が最大耐力の 80%に低下し

た時の層間変形角実験値であり，dbは柱主筋直径を示す。

一方，RC 造配筋指針 8)では，SD390 のフック付き定着長

さ L2の上限を 30 dbとしている。 

これらより，本検討では，SD490 を含め，柱主筋定着

長さ比lac/db の上限を 25 とする。また，計算の簡略化

のために，ストラット勾配による補正係数 k3 に対する

lac/jtcoの上限を削除する。 

2.2 柱主筋定着耐力の実験値と計算値の比較 

図-3 に、機械式定着による T形部分架構実験 2),3)によ

るσmax/σB―σB 関係を示す。σB はコンクリートの圧

縮強度である。図中，破壊形式ごとの実験値を●(FA：

柱曲げ降伏後の柱主筋定着破壊)，◆(FJ：柱曲げ降伏後

の接合部せん断破壊)，○(F：柱曲げ破壊)，▲(A：柱主

筋定着破壊)で示した。また，益尾・窪田式による計算

値を実線，破線，点線で示し，窪田ら 6)と今井ら 7)によ

る柱主筋を模擬した引抜き実験(各 2 体)の最大耐力時

実験値を○と◇で併示した。 

同図によると，実験値(σmax/σB)は，益尾・窪田 mean

式(実線)と min 式×0.8(点線)との中間の min 式(破線) 

で妥当に評価できる。ここで，min 式は mean 式の 0.8

倍とした。すなわち，T形部分架構実験によるσmax/σB

は柱曲げ降伏の影響を受けるので，min 式はすべての実

験値の下限とならないが，妥当な値を与える。 
これらより，式(3)中の等価引張応力σcte は，σcte=

σau･αpとできるので，σmax=σauoとすると，柱主筋定

着耐力時支圧応力σau は，式(4)で求められる。式(4)

中のσauoは基本支圧強度であり，式(5)中のβaoは定着

耐力の低減係数で，βao=0.8 とする。同式は，k5a=0.9

とβao=0.8 以外，益尾・窪田式と同じである。 

  σau = k1･k2･k3･k4･k5a･k6･σauo             (4)                

σauo = βao･(31.2σB-0.5-1.26)･σB         (5) 

σB：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

2.3 柱主筋定着耐力を考慮した接合部終局耐力 

2.3.1 T 形部分架構 

柱主筋定着耐力時柱せん断力 Qau は，式(6)で求めら

れるので，ト形部分架構 5)と同様，接合部終局耐力時柱

せん断力 Qjuは，式(7)で求められる。 

 Qau = 2σcte･ate･jtco/ho                (6) 

 Qju = min(Qpu, Qau)          (7) 

Qpu：接合部せん断終局耐力時柱せん断力 2) 

図-4に，柱頭補強筋としてかんざし筋または鉛直横補

強筋を用いた機械式定着による直交梁なしの既往実験

2),3)ならびに直交梁の影響を調べた筆者らの実験につい

て求めたT形部分架構のQmax/Qcu－Qpu/Qcu(Qju/Qcu)関係

を示す。Qmaxは最大耐力実験値，Qcuは柱曲げ終局耐力時

せん断力，Qju/Qcuは接合部耐力余裕度である。図中，直

交梁なしの既往実験の破壊形式をFA,FJ,F,A,Jで表記し

た。直交梁の影響を調べた実験は，2.3.2項のL形部分架
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図-5 T 形部分架構の R80－Qju/Qcu関係  
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(b) 負加力時 

図-7 L 形部分架構の R80－Qju/Qcu関係 
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(b) 負加力時 
図-6 L 形部分架構の Qmax/Qcu－Qju/Qcu関係 

 ○既往実験、◇直交梁なし

　 片側直交梁付き、◆両側直交梁付き  

構の実験と同様，直交梁の有無(無，片側，両側付き)

とコンクリート強度を実験因子にした6体の実験であり，

紙面の都合上，詳細は省略する。 

同図によると， Qju/Qcu≧1の時，Qpu＞Qju=Qauとなり，

Qju が Qau によって決定する場合が多い。また，かんざ

し筋足部長さが不足した柱主筋定着破壊型の1体2)を除

き，Qmaxはすべて Qcuを上回った。直交梁の影響を調べ

た実験では，いずれも柱曲げ降伏先行型であるため，直

交梁の有無は Qmaxにあまり影響しない。 

図-4の実験のうち柱曲げ降伏が確認された実験のR80

－Qju/Qcu関係を図-5 に示す。R80は，耐力が最大耐力の

80%に低下した時の層間変形角実験値である。図中，直

交梁なしの既往実験値および直交梁の影響を調べた実

験値を区別し，Qju/Qcu に係わる柱主筋鋼種のみを変化

させた実験値を直線で結んだ。これによると，T形部分

架構の場合，直交梁なしの既往実験によるR80の下限は，

梁曲げ降伏先行型のト形部分架構5)の概ね0.8倍となる。

この下限を，接合部耐力余裕度 Qju/Qcu によって決まる

限界層間変形角 R80aとし，式(8)で求める。 

 R80a = 0.024(Qju/Qcu)      (8) 

2.3.2 L 形部分架構 

T 形部分架構と同様，柱頭補強筋としてかんざし筋ま

たは鉛直横補強筋を用いた機械式定着による L 形部分

架構の既往実験 2)-4) ならびに直交梁の影響を調べた筆

者らの実験について求めた Qmax/Qcu－Qju/Qcu 関係を図

-6 に示す。Qcu は梁曲げ終局耐力時柱せん断力であり， 

Qjuは，T形部分架構と同様，式(7)による接合部終局耐

力時柱せん断力である。また，正加力時は L形が閉じる

場合，負加力時は L形が開く場合である。 

これらの実験では，すべて梁曲げ降伏が先行し，Qju

は Qpuで決定した。同図によると，Qju/Qcu≧1 の場合，

Qmaxはすべて Qcuを上回り，直交梁の影響を調べた実験

では，いずれも梁曲げ降伏先行型であるため，直交梁の

有無は Qmaxにあまり影響しない。 

図-6と同じ試験体のR80－Qju/Qcu関係を図-7に示す。

これより，L 形部分架構の正加力時の R80の下限を，接

合部耐力余裕度 Qju/Qcu によって決まる限界層間変形角

R80a とし，梁曲げ降伏先行型のト形部分架構 5)と同様，

式(9)で求める。 

 R80a = 0.03(Qju/Qcu)            (9) 

負加力の場合，R=40/1000 で加力を終了したため，R80

が式(9)による下限を下回る実験値を除くと，R=60/1000

で加力を終了したものを含め，負加力時の R80 は式(9)

による下限よりも明らかに大きい。すなわち，水平力に

伴う変動軸力に起因し，L形が開き，柱，梁に引張軸力

が発生する負加力時の変形性能は，L形が閉じ，圧縮軸

力が発生する正加力時よりも大きい 2)。 
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表-1 補正係数αwoおよびβw 

 直交梁

なし

片側直交梁

付き

両側直交梁

付き

T形 0.6 0.7 1.2 4.8

L形 0.6 0.8 1.2 8.9

種類
αwo

βw
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図-10 T 形部分架構の R80－R80min関係 
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図-8 直交梁なし T形部分架構の R80に及ぼす接合部横補強筋の影響 
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図-9 T 形部分架構の R80/R80a－pjwh･σwy/σB関係 

3. T 形，L形部分架構の曲げ降伏後の変形性能の評価 

3.1 T 形部分架構 

 図-5 に示すように，T形部分架構の限界層間変形角実

験値 R80 は，式(8)による下限を大きく上回る場合があ

る。これは，直交梁なしの場合，接合部横補強筋量の影

響が大きいことに起因すると考えられる。すなわち，接

合部横補強筋は，柱曲げ降伏後，仕口面からの柱主筋塑

性域の侵入に伴う接合部せん断ひび割れの進展防止，な

らびに変形性能の増大に寄与する 2)。 

図-8 に，直交梁なし T形部分架構の R80に及ぼす接合

部横補強筋の影響を示す。図中，pjwhは接合部横補強筋

比，σwy は接合部横補強筋の降伏強度，σB はコンクリ

ートの圧縮強度であり，図中の○は図-5 と同じ直交梁

なしの既往実験値で，直線で結んだプロットは pjwhのみ

を変化させた実験値である。 

図-8によると、直交梁なしT形部分架構のR80は，pjwh･

σwy/σBとの相関性がよい。これは，柱曲げ降伏後，横

拘束コンクリートの圧縮靭性 9)と同様に発現する接合

部コンクリート・圧縮ストラットの効果に起因すると考

えられる。これらより，本論文では，pjwh･σwy/σBを接

合部横補強筋量と定義する。 

図-9 に，T形部分架構の R80/R80a－pjwh･σwy/σB関係

を示す。R80a は，式(9)による接合部耐力余裕度によっ

て決まる限界層間変形角であり，図中，○は図-5 と同

じ直交梁なしの既往実験値で，同実験値より求めた回帰

式を一点鎖線で示した。また，図-5 と同様，直交梁の

影響を調べた筆者らの実験値を併示した。 

図-9 中の回帰式を用い，保証限界層間変形角 R80min

を式(10)で定義する。同式中，αw は，接合部横補強筋

量 pjwh･σwy/σB による補正係数であり，中子筋の有無

に係わらず，式(11)より求める。同式中の補正係数αwo

とβwの値を表-1 に示す。 

 R80min = R80a･αw             (10) 

αw = αwo + βw･pjwh･σwy/σB          (11) 

表-1 に示すように，補正係数αwo は，直交梁なし，

片側，両側直交梁付きについて定め，補正係数βw は，

直交梁の有無に係わらず一定値とした。 

式(10)による R80min と R80 の関係を図-10 に示す。図

中の実験値は，図-9 と同じ実験による。これによると，

片側，両側直交梁付きの R80min は安全側に評価される。

ただし，直交梁なしの R80min は限界層間変形角実験値

R80の 0.8 倍程度になる場合がある。これは，表-1 に示

した補正係数αwo とβw の設定値に起因する。直交梁な

しの T形接合部の設計では，上記の点を考慮する必要が

ある。 

3.2 L 形部分架構 

直交梁なし L 形部分架構の正加力時 R80に及ぼす接合

部横補強筋の影響を図-11 に示す。図中の○は図-7 と同

じ直交梁なしの既往実験値で，図-8 と同様，直線で結

んだプロットは pjwhのみを変化させた実験値である。こ
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図-13 L 形部分架構の正加力時の R80－R80min関係 
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図-11 直交梁なし L形部分架構の正加力時 R80に及ぼす接合部横補強筋の影響 

0.0

1.0

2.0

3.0

0.00 0.05 0.10 0.15

既往 無
片側 両側

pjwh･σwy

/σB

(R80)test
/R80a 回帰式

αwo=0.6

αwo=0.8

αwo=1.2

 
図-12 L 形部分架構の正加力時の 

R80/R80a－pjwh･σwy/σB関係 

れによると，直交梁なしL形部分架構の正加力時R80は，

T形部分架構と比べると劣るが，接合部横補強筋量 pjwh･

σwy/σBとの相関性がよい。すなわち，直交梁なし L 形

部分架構の R80 は，T 形部分架構と同様，接合部横補強

筋量 pjwh･σwy/σBに支配されると考えられる。 

図-12 に，L 形部分架構の正加力時の R80/R80a－pjwh･

σwy/σB関係を示す。図中，○は図-7 と同じ直交梁なし

の既往実験値で，同実験値より求めた回帰式を一点鎖線

で示した。また，図-7 と同様，直交梁の影響を調べた

筆者らの実験値を併示した。 

図-12 中の回帰式を用いると，T 形部分架構と同様，

保証限界層間変形角 R80minが式(10)より求められる。同

式中の補正係数αwoおよびβwを表-1 に示す。 

式(10)による正加力時の R80min と R80 の関係を図-13

に示す。図中の実験値は，図-12 と同じ実験による。こ

れによると，片側，両側直交梁付きの R80minは安全側に

評価される。ただし，T 形部分架構と同様，直交梁なし

の R80minは限界層間変形角実験値 R80の 0.8 倍程度にな

る場合がある。 

 

4. T 形，L形接合部の必要横補強筋量 

4.1 設計限界層間変形角 RuDの設定 

柱梁接合部の設計では，設計で保証すべきメカニズム

時層間変形角に応じ，目標性能①(柱または梁の曲げ降

伏を保証する)の場合は設計区分Ⅰ，目標性能②(柱また

は梁の曲げ降伏後の十分な変形性能を保証する)の場合

は設計区分Ⅱとする 1)。ここで，メカニズム時層間変形

角が 1/50 を超えない場合，設計区分ごとの設計限界層

間変形角 RuDは，下記の値以上とする。 

(設計区分Ⅰ)  設計区分Ⅱの RuDの(2/3)倍 

(設計区分Ⅱ)  L 形部分架構：RuD=1/50 

       T 形部分架構：RuD=1/67 

設計区分Ⅱの RuD は，L 形，T 形部分架構ともに，靭

性保証型指針 10)による梁，柱の終局時部材角の目安値

と同じであり，設計区分Ⅰの低減係数(2/3)は，靭性保

証型指針による潜在ヒンジ柱と降伏ヒンジ柱の終局時

部材角の目安値(1/100 と 1/67)と比と同じである。 

また，設計限界層間変形角 RuDは，式(12)に示すよう

に，保証限界層間変形角 R80min を安全率φs で除した値

を超えないように設定する。ただし，実験値のばらつき

等を考慮し，φs=2 とする。 

 RuD ≦ R80min/φs         (12) 

以上より，式(10)，式(11)を用いると，設計区分ごと

の必要接合部横補強筋比 pjwhoは，式(13)で求められる。

すなわち，設計区分ごとの RuDを設定し，接合部耐力余

裕度 Qju/Qcu に応じて式(8)または式(9)より求めた R80a

を用いると，式(13)より pjwho が求められる。ただし，

pjwh≧0.3%とする。式(13)では，式(11)中のσB の代わ

りに，コンクリートの設計基準強度 Fc を用いた。 

pjwho = {(φs･RuD/R80a)-αwo}･Fc/(βw･σwy)   (13) 

3 章の検討対象試験体では，T 形，L 形部分架構とも

に， SD295～785N/mm2級の接合部横補強筋が用いられて

いる。これらより，式(13)の計算に用いる接合部横補強

筋の降伏強度σwyは，SD295～SD390ではσwyoの1.1倍，

SD490 および 785N/mm2級ではσwyoの 1.0 倍とする。す

なわち，SD295～SD390 の場合，実験では，柱または梁

の曲げ降伏後，限界層間変形角に達するまでに，接合部

横補強筋は引張降伏することが多いので，建設省告示第

2464号による鉄筋の材料強度と同様，σwyはσwyoの 1.1

-347-



0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

20 30 40 50 60

SD295
SD390
SD490
785

pjwho(%)

Fc
(N/mm

2
)

λp=1.3

GBRC委員会指針

 

(a) T 形接合部 

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

20 30 40 50 60

pjwho(%)

Fc
(N/mm

2
)

λp=1.2

GBRC委員会指針

 

(b) L 形接合部 

図-14 必要横補強筋比 pjwho  

(片側直交梁付きの設計区分Ⅱ) 

倍とした。σwyoは規格降伏点を示す。 

4.2 必要接合部横補強筋比の算定結果 

必要接合部横補強筋比 pjwhoの算定結果によると，両

側直交梁付きの場合，設計区分Ⅱとしても，λp=1.0 の

時，接合部横補強筋の鋼種およびコンクリートの設計基

準強度 Fc に係わらず，pjwho =0.3%となる。λpは，設計

時に設定する接合部耐力余裕度であり，式(8)と式(9)

中の Qju/Qcuと同義である。 

片側直交梁付きの設計区分Ⅱとして求めた T形，L形

接合部の pjwhoを図-14 に示す。 

これによると，T 形，L 形接合部の pjwho は，GBRC 委

員会指針 1)による接合部耐力余裕度λpの下限値(T形接

合部λp=1.3，L 形接合部λp=1.2)の時には，SD295 の場

合，Fc を 51N/mm2あるいは 54N/mm2以下にすれば，GBRC

委員会指針による構造規定の値よりも小さくできる。 

また，片側直交梁付きで，設計区分Ⅰとすると，接合

部横補強筋の鋼種および Fc に係わらず，T 形接合部で

はλp =1.1，L 形接合部ではλp=1.2 の時，それぞれ最

小補強筋比の規定より，pjwho=0.3%となる。 

 

5. まとめ 

本論文では，機械式定着による T形部分架構実験 2),3)

に基づき，梁主筋側面剥離定着耐力を対象とした益尾・

窪田式 5)を修正し，柱主筋定着耐力の評価式(4)を提案

した。その結果，ト形部分架構 5)と同様，T 形，L 形部

分架構の接合部終局耐力時柱せん断力 Qju が式(7)で求

められ，接合部耐力余裕度によって決まる限界層間変形

角 R80aが式(8)または式(9)で求められる。 

また，T形，L 形部分架構実験 2)-4) に基づき，保証限

界層間変形角 R80minの評価式(10)を提案した。本提案式

では，接合部耐力余裕度のほかに，接合部横補強筋量お

よび直交梁の有無を考慮した。同式によると，T 形，L

形部分架構ともに，片側，両側直交梁付きの R80minは安

全側に評価される。ただし，直交梁なしの場合，実験値

が計算値を下回ることがあるので，設計では，この点を

考慮する必要がある。 

次に，設計で保証すべきメカニズム時層間変形角に応

じ，式(12)に示すように，R80minを安全率φsで除した値

を超えないように，設計限界層間変形角 RuDを設定すれ

ば，柱梁接合部の必要横補強筋比 pjwhoを式(3)より算定

できることを示した。 
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